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未来を見つめる技術力
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新しい時代に向けて…
エレクトロニクスの専門商社として挑戦し続けます。

Future Technology
ソリューションビジネスへ

売上高（単位：百万円） 当期純利益（単位：百万円）経常利益（単位：百万円）営業利益（単位：百万円）

売 上 高 1,598億42百万円 40.3%up
経常利益 51億 4百万円 96.7%up
当期純利益 29億82百万円 87.1%up

連結財務ハイライト

商社を超えた技術力、多様なご要望に応える体制、国際的販売ネットワーク。

この3つの優位性を融合して、電子部品･電子機器を中心に

お客様の課題を解決するソリューションとして提供いたします。

0

500

1,000

1,500

2,000

1,593

2,982

960

216269

2,500

3,000

06/305/304/303/302/3
0

1,000

2,000

3,000

5,104

2,026

2,595

2,032

888

4,000

5,000

6,000

06/305/304/303/302/3
0

2,000

1,000

3,000

4,000

2,491
2,1062,046

744

5,000

6,000

5,251

06/305/304/303/302/3
0

40,000

80,000

120,000

06/305/3

113,968

159,842

04/3

116,429

03/3

119,244

02/3

97,613

160,000

前年同期比



2

株主の皆様におかれましては、平素より格別のご支援を

頂き、心より御礼申し上げます。

当社グループは、劇的に変化を続ける社会と産業に向け

て、電子部品・電子機器を提供するエレクトロ二クス専門

商社として、お客様のお役に立つことを最優先に、お客様

とともに考えるソリューション企業を目指し、真のパート

ナーとなることで共に発展していくことを最重要テーマと

しています。

これからも常に未来の社会のニーズを捉えるチャレンジ

精神を大切にすることで事業を発展させ、企業価値を高め

ていきたいと考えております。

株主還元策といたしましては、業績向上により、当期末

の配当金を1株当たり12円に増配いたします。

今後とも、一層のご指導･ご鞭撻を賜りますようお願い

申しあげます。

2006年6月

当期の業績につきましては、アミューズメント機器関連製品、海外

向け携帯電話用液晶パネルおよび液晶ドライバーIC、自動車電装向け

半導体等が売上に大きく貢献しました。その結果、当期連結業績は、

当初の予想を大きく上回り、連結売上高1,598億42百万円、連結経常

利益51億4百万円、連結当期純利益29億82百万円と、創業以来最高

の業績となりました。

景気が明るい兆しを見せるなか、エレクトロニクス業界では、北米

やアジアを中心に携帯電話、MP3プレーヤー、ノート･パソコンなど

の需要が拡大しました。

当期の好業績の理由は、海外向け携帯電話用液晶パネルおよび液晶

ドライバーICや自動車電装向け半導体、また、特にアミューズメント

機器関連製品の売上が好調に推移したことが挙げられます。

しかしながら、全体の業績は大きく伸長したものの、主力分野の一

つである半導体素子分野は産業機器向けや、衛星放送受信機向けの需

要減少により売上減となりました。

ごあいさつ

成長市場を捉えた展開により
大幅な増収･増益を
達成いたしました。

Top Interview

北井　暁夫代表取締役社長 Q
連結売上高40.3％増、連結経常利益96.7％増と、
予想を大幅に上回る業績となりました。

当期の決算概要についてお聞かせください。

Q
アミューズメント機器関連の伸び、
海外での携帯電話需要の増加等が好業績に結びつきました。

業績向上の理由について具体的にお聞かせください。



日系顧客の海外への生産シフトの加速やEMS事業の拡大により、

売上高は、アジア地域では前期比41.3％増、北米では前期比

57.6％増と好調に推移しました。

海外における連結子会社の業績

は、アジアを中心に大きく伸長し

ています。当社では、今後の中国

市場の拡大に向けて、2005年3

月に香港の連結子会社NOVALUX

HONG KONG ELECTRONICS

LTD.の100％出資により上海事

務所を現地法人化し、楽法洛（上

海）貿易有限公司を設立しました。

当社では、これらの海外拠点網を

活用し、国内外の情報連携と海外

でのコーディネート機能を強化す

ることで、海外での一層の拡販に

努めてまいります。

株主様への利益還元につきましては、業績の向上により、当期末

配当金を1株当たり12円といたしました。なお、中間期の配当金に

つきましては、既に、1株当たり10円を実施しておりますので、年

間配当金としては、1株当たり22円、前期に比べて8円の増配とい

たしました。また、当社株式の流動性の向上および投資家層の拡大

を図るため、2006年7月3日より株式の1単元の株式数を1,000株

から100株に変更いたします。

株主様におかれましては、今後ともご支援、ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申し上げます。

当社グループでは、2003年4月、法令はもとより社会的規範等を

遵守するための「企業行動規範」を制定しており、個人情報保護に

ついては「個人情報の保護に関する法律」に基づく独自のガイドラ

インを設けて継続的な取り組みを推進しています。

さらに、本年、創業の精神である社是 ｢信用を重んじ、勤勉・誠

実・奉仕の精神に徹する｣、｢日常の仕事を通じ、新しい文化の創造

に参画し、社会に貢献する｣、｢事業の限りない発展と、社員の豊か

な生活を実現する｣という基本理念のもと、業務の適正を確保する内

部統制システムを構築し監査役等による監査を実施するため、内部

統制システム構築の基本方針を定めました。

継続成長へ向けて、どのような経営方針をお持ちですか。Q
収益性の向上と、顧客層の拡大を推進し
安定的成長基盤を構築していきます。

海外の業績もアジアを中心に好調でしたね。Q
日系顧客の中国への生産シフトの加速と、
海外拠点の充実が効を奏し売上が拡大しました。

海外売上高推移 Q
“信用を重んじ社会に貢献する”社是のもとに、
内部統制システム構築の基本方針を定めました。

CSR（企業の社会的責任）についての取り組みをお聞かせください。

Q
今後も、継続的成長を目指し、株主様への還元に
積極的に取り組んでまいります。

最後に、株主の皆様へのメッセージをお願いします。

3

ることが大切です。付加価値の高い製品の提供と、技術力を活かし

た営業力の強化により、既存顧客への拡販はもちろんのこと、新規

市場を開拓し幅広い顧客層を獲得していきます。

また、当社グループ全体の最適経営を目指して、連結ベースでの

コーポレート･ガバナンスとリスクマネジメントを強化し、盤石な成

長基盤を構築していきたいと考えています。

売上高拡大に加えて、今後の大きな課題は収益性の向上です。長

らく低迷を続けていた日本経済もようやく明るさを取り戻しつつあ

り、今後は、景気回復のなかでデジタル製品に対する需要が膨らみ、

半導体・電子部品市場も、次第に活況を呈するものと期待されます。

しかし、エレクトロニクス業界のすべてが一律に売上を拡大する

わけではありません。当社の課題は、いかに成長市場を捉えるか、

いかに需要が大きい製品に採用していただくかが業績拡大のカギと

なります。市場ニーズを捉えるためには、従来のビジネスのあり方

に固執することなく、お客様の立場に立って迅速かつ柔軟に提案す

Top Interview
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１ 取締役・使用人の職務執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制
(1)当社は、コンプライアンス全体を統括する組織
として、取締役社長を委員長とし、社外弁護士も
参加するコンプライアンス委員会を設置する。こ
れにより新光商事グループの横断的なコンプライ
アンス体制の整備および問題点の把握に努める。

(2)当社は、取締役・使用人の職務の執行が法
令、定款および社会規範を遵守することを
確保するため、企業理念、企業行動規範、
企業行動基準および企業倫理遵守規程等の
実践的運用と徹底を行う体制を構築する。

(3)コンプライアンスの徹底を図るため、取締
役社長および業務執行を担当する取締役は、
新光商事グループの使用人に対するコンプ
ライアンス教育・研修を行う。

(4)取締役社長直轄の監査室は、定期的に実施す
る内部監査を通じて、すべての業務が法令、
定款および社内諸規程に準拠して適正、妥当
かつ合理的に行われているかを監査する。

(5)コンプライアンスに関する相談や法令遵守
上疑義のある行為について、使用人が直接
通報を行う手段を確保するために、社外の
弁護士を含めた複数の窓口を設置する。こ
の場合、通報者の匿名性を保障するととも
に、通報者に不利益がないことを確保する。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管
理に関する体制
(1)取締役は、その職務の執行に係る以下の文
書または電磁的記録（以下、｢文書等｣とい
う）その他の重要な情報を、法令および文
書管理規程に基づき、それぞれの担当職務
に従い適切に保存しかつ管理する。
①株主総会議事録と関連資料
②取締役会議事録と関連資料
③取締役が主催するその他の重要な会議の　　
議事録と関連資料

④取締役を決定者とする決定書類および付属書類
⑤その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

(2)上記に定める文書は、10年間保管するもの
とし、必要に応じて取締役および監査役が
閲覧可能な状態を維持する。

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 当社は、企業価値を高め、企業活動の持続的な発
展を実現することを脅かすあらゆる損失の危険に
対処すべく、トータル・リスクマネジメントを統

括する組織として、取締役社長を委員長とするリ
スク管理委員会を設置する。

(2)リスク管理委員会は、新光商事グループの
リスクを網羅的・総括的に管理し、リスク
カテゴリー毎の責任部署を定め、定期的に
リスク軽減する対応策の見直しを行う。

(3)上記の他、以下のリスクにおける事業の継
続を確保するための体制を整備する。
①地震、洪水、事故、火災等の災害による　
重大な損失を被るリスク
②取締役、使用人の不適正な業務執行により
販売活動等に重大な支障を生じるリスク
③基幹ＩＴシステムが正常に機能しない
ことにより重大な被害を被るリスク
④その他、取締役会が重大と判断するリスク

４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
(1)取締役会は、取締役会が定める経営機構、取
締役社長およびその他の業務執行を担当する
取締役の職務分掌に基づき、取締役社長およ
び各業務担当取締役に業務の執行を行わせる。

(2)取締役社長およびその他の業務執行を担当
する取締役に業務執行の決定を委任された
事項については、業務分掌規程、職務権限
規程に定める機関または手続きにより必要
な決定を行う。これらの規程は、法令の改
廃および職務執行の効率化の必要がある場
合は、随時見直しをする。

５ 当会社および子会社から成る企業集団における
業務の適正を確保するための体制
(1)当社は、業務の執行が法令および定款に適合す
ることを確保するための諸施策に加え、新光商
事グループの企業集団としての業務の適正と効
率化を確保するために、グループとしての規則
を関係会社管理規程類として整備する。

(2)新光商事グループに属する会社間の取引は、
法令、会計原則、税法その他の会社規範に
照らし適切なものとする。

(3)取締役社長および業務執行を担当する取締役は、それ
ぞれの業務分掌に従い、グループ会社が適切な内部統
制システムの整備を行うように指導する。これには、
取締役社長が新光商事グループ各社の取締役に対し、
取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関
する体制の整備について指導することを含む。

(4)監査室は、新光商事グループにおける内部
監査を実施し、新光商事グループの業務全

般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確
保する。業務監査の年次計画、実施状況お
よびその監査結果は、その重要度に応じて
取締役会に報告する。

(5)監査役会が、監査役を通じて新光商事グループの
連結経営に対応したグループ全体の監査を実効的
かつ適正に行えるように、監査室および会計監査
人と緊密な連携等の的確な体制を構築する。

６ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを
求めた場合における当該使用人に関する体制並びに
その使用人の取締役からの独立性に関する体制
(1)監査役会は、監査役の職務を補助すべき使用人とし
て、監査室および総務部所属員に、監査業務に必要
な事項を命令することができるものとする。

(2)監査室および総務部所属員の独立性を確保
するため、当該使用人の人事異動等に関す
る決定には、監査役会の事前の同意を得る。

７ 取締役および使用人が監査役に報告するための
体制その他の監査役への報告に関する体制
(1)取締役社長および業務執行を担当する取締
役は、取締役会等の重要な会議において随
時その担当する業務の執行状況を報告する。

(2)取締役社長および業務執行を担当する取締
役は、以下に定める事項について、速やか
に監査役に対し報告を行う。
①会社の信用を大きく低下させたもの、または
そのおそれのあるもの
②会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、
またはそのおそれのあるもの
③社内外へ環境、安全または衛生に関する重大な被
害を与えたもの、またはそのおそれのあるもの
④企業行動基準、企業倫理遵守規程への違反
で重大なもの
⑤その他上記①～④に準じる事項

(3)取締役および使用人は、監査役が業務の報
告を求めた場合、迅速かつ的確に対応する。

８ 監査役の監査が実効的に行われることを確保す
るための体制
(1)監査役は、業務執行を担当する取締役およ
び重要な使用人からの個別ヒアリングの機
会を年２回以上設ける。

(2)監査役会は、取締役社長、監査室および会計
監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催
する。

内部統制システム構築の基本方針
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設計･開発コーディネート･技術サポート。
お客様のご要望に応える
ソリューション力で選ばれています。
私たち新光商事が提供するものは、

お客様の技術的課題を解決するソリューションです。

お客様の最適製品の実現のために、内外の製品提供はもとより、

お客様の協業パートナーとして、

設計･開発、各案件の技術サポート・開発コーディネイトまで、

高度なソリューション力で選ばれています。

成長市場を捉える3つの強みで
新たな可能性を切り開いています。

1. 技術力・技術サポート体制

1. 技術力・技術サポート体制

2. 多様なビジネスモデル

3. ワールドワイドな販売ネットワーク

＜特集＞新光商事の優位性

先端の設計･開発
ASIC回路設計

組込みソフトウエア開発

提案力･解決力
営業･FAE

ソリューション技術部
設計技術部

LSIデザインセンター

新光
サポートサービス

タイムリーな対応と豊富な在庫
最新情報の提供

Solution &
Technology
お客様の課題を解決する技術があります。
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当社では、デバイスのご提供はもとより、豊富な開発経験と高

度な設計環境のもとに、お客様仕様に合わせたシステムLSIの受

託開発や、ボード･ユニット製品の企画･開発から製造にいたる全

てのプロセスにおいて、幅広い技術力を提供いたします。お客様

の最適製品に求められる製品機能を実現するために、必要な要素

技術を推奨するとともに、お客様やパートナー企業との協業によ

り新たなビジネスモデルを提案いたします。

また、多彩な分野の製品に向けて、組込みソフトウェアの開発

でも幅広い実績を誇っており、高く評価されています。

当社では、販売とは、お客様の技術的課題を解決するソリューシ

ョンの提案であると考えます。連結75名のエンジニア、連結

125名の販売促進スタッフ･FAEが、お客様ごとに異なる様々な

分野に特化した技術･知識により、多様な課題に応えます。企

画・コンサルティング・要素技術の推奨、さらに市場拡大のため

の新たなビジネスモデルまで、お客様の立場から提案します。

■最先端製品の受託開発・設計力

■提案力と問題解決力

ASIC回路設計、組込みソフトウェア開発など
豊富な開発実績で選ばれています。

お客様ごと、分野ごとに特化した
技術セールス＆顧客サポートで選ばれています。

販売促進･FAE

（連結）125名

R&D

エンジニア

75名

ボード･完成品
の提供

最適デバイス
の提供

設計開発
企画･

コンサルティング

組込み
ソフトウエア
開発

カーエレクトロニクス･オーディオ･医療機
器･産業用計測器･各種制御向けなど、8～
32ビット用まで対応する開発力

ASIC
回路設計

パソコン周辺機器･通信機器･携帯機器など
幅広いアプリケーションに対応した大規模･
高速･高品質のASIC受託開発業務



当期におけるわが国経済は、企業収益の改善とそれに伴

う雇用環境の改善により、企業の設備投資や個人消費が順

調に拡大し、景気は緩やかに回復いたしました。エレクト

ロニクス業界においては、自動車電装分野・設備産業分野

が好調に推移したものの、携帯電話の普及の一巡による需

要低迷やデジタル家電の価格競争激化による企業収益の圧

迫など、一部では厳しい環境下で推移しました。

海外では、原油価格の高騰や米国の金利引き上げ等の

懸念材料があったものの、北米やアジアを中心に携帯電

話・MP3プレーヤー・ノートパソコンなどが市場をリ

ードし順調な拡大を見せました。

当社グループを取り巻く環境においては、中国向けの

携帯端末用LSIの需要が低迷したほかパソコン周辺機器

が予想以上の価格下落を見せたものの、海外向け携帯電

話用液晶パネルや液晶ドライバーIC、自動車電装向け

半導体が好調に推移いたしました。特に、アミューズメ

ント機器関連は、予想を大きく上回る売上を達成いたし

ました。

海外では、衛星放送受信機器向け化合物半導体の新機

種立上げの遅れがあったものの、一方で、香港において

EMS事業が拡大するなど、アジア地域を中心に好調な

推移を見せました。

これらの結果、当社グループにおける2006年3月期

の連結売上高は、1,598億42百万円（前年同期比

40.3%増）となりました。地域別に見ますと、日本国

内が1,240億54百万円（前年同期比39.8％増）、アジ

アが347億94百万円（前年同期比41.3％増）、北米が

9億92百万円（前年同期比57.6％増）といずれも、大

幅な増収となりました。利益面につきましても、売上拡

大にともない経常利益は51億4百万円（前年同期比

96.7%増）に、また当期純利益は29億82百万円（前

年同期比87.1%増）と大幅に向上しました。

営 業 の 概 況 （ 連 結 ）
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当期の業績の概況

■エリア別売上高構成比（連結） ■品種別売上高構成比（連結）

＜電子部品事業＞

■集積回路････28.6％

■半導体素子･･10.1％

■回路部品 ･････6.1％

■電子管 ･･･････6.7％

■その他電子部品

･･････････････43.5％

＜電子機器事業＞

4.8％

日本　
77.6％

アジア
21.8％

北米
0.6％



■電子機器
国内においては、韓国半導体業

界向けのレーザ装置等が堅調に推
移いたしました。

●売上高／76億99百万円
（前年同期比2.8％増）

8

電子部品事業

セグメント別状況

■集積回路

国内では、産業機器向け半導体
が減少し、自動車電装向けが堅調
に推移いたしました。海外では、
衛星放送受信機器向け化合物半導

体が減少いたしました。
●売上高／161億48百万円
（前年同期比11.9％減）

国内では、パソコン周辺機器向
けカスタムLSIの価格下落や携帯
電話用SRAM、中国向けPHS用
LSIの需要減少が影響しましたが、
海外向け携帯電話用LCDドライ
バや自動車電装用マイコン、およ

び海外半導体製品が好調に推移い
たしました。また海外では、自動
車電装用マイコンが堅調に推移い
たしました。
●売上高／457億61百万円
（前年同期比6.1％増）

■半導体素子

国内では、アミューズメント機
器向け電源が好調に推移し、海外
でも、デジタルカメラ向けタンタ
ルコンデンサが堅調に推移いたし

ました。
●売上高／98億54百万円
（前年同期比5.1％増）

■回路部品

国内で海外向け携帯電話用液晶
パネルが好調に推移いたしました。

●売上高／107億75百万円
（前年同期比67.3％増）

■電子管

国内では、アミューズメント機
器向けアセンブリ製品が好調に推移
し、売上高は大幅に増加いたしまし
た。また、海外でも同様に推移いた

しました。
●売上高／696億2百万円
（前年同期比138.2％増）

■その他電子部品

電子機器事業

電子部品事業売上高（単位：百万円）

電子機器事業売上高（単位：百万円）
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資産の部

流動資産 70,410 51,127 19,282

現金及び預金 13,861 6,501 7,360

受取手形及び売掛金 41,361 30,988 10,373

たな卸資産 9,597 9,061 536

繰延税金資産 453 197 256

未収入金 4,900 4,357 543

その他 309 115 194

貸倒引当金 △73 △93 20

固定資産 7,890 6,979 910

有形固定資産　 2,777 3,094 △317

無形固定資産 165 202 △37

投資その他の資産　 4,948 3,682 1,265

投資有価証券 3,635 2,263 1,372

繰延税金資産 52 436 △384

その他 1,396 1,096 300

貸倒引当金 △136 △114 △22

資産合計 78,300 58,107 20,193

連結貸借対照表（単位：百万円）

当 期
2006年3月31日現在

前 期
2005年3月31日現在

前期比増減額 当 期
2006年3月31日現在

前 期
2005年3月31日現在

前期比増減額

現金及び預金の増加ならびに売上高増加に伴う売掛

債権の増加により流動資産は前期比192億82百万

円の704億1千万円となりました。固定資産は、投

資有価証券及びその他投資資産の取得により前期比

9億1千万円増の78億9千万円となりました。これ

により資産合計は前期比201億93百万円増の783

億円となりました。

Point 1 ■資産の部

売上拡大に伴う支払債務の増加ならびに短期・長期

借入金による資金調達により負債合計は前期比

168億89百万円増の403億11百万円となりまし

た。資本合計については、利益の内部留保により利

益剰余金が前期比26億66百万円増加したことなど

を要因として前期比33億3百万円の379億89百万

円となりました。

Point 2 ■負債･資本の部

総資産が増加した結果、株主資本比率は前期比

11.2ポイントダウンの48.5％となりました。なお、

時価ベースの自己資本比率（株式時価総額÷総資産）

は、株価の大幅な上昇により前期の38.6％から

53.1％に14.5ポイント上昇しました。

Point 3 ■株主資本比率

連 結 財 務 諸 表

負債の部

流動負債 38,059 21,945 16,113

支払手形及び買掛金 32,926 17,768 15,158

短期借入金 2,390 2,884 △494

未払法人税等 1,147 340 807

その他 1,595 952 643

固定負債 2,251 1,475 775

長期借入金 1,100 300 800

再評価に係わる繰延税金負債 143 208 △65

退職給付引当金 750 706 44

役員退職慰労引当金 121 127 △6

その他 136 132 4

負債合計 40,311 23,421 16,889

少数株主持分

少数株主持分 － － －

資本の部

資本金 7,336 7,336 －

資本剰余金 7,434 7,434 －

利益剰余金 21,990 19,323 2,666

土地再評価差額金 208 303 △94

株式等評価差額金 1,069 542 527

為替換算調整勘定 12 △216 229

自己株式 △62 △38 △24

資本合計 37,989 34,686 3,303

負債、少数株主持分及び資本合計 78,300 58,107 20,193
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当 期
2005年4月1日から
2006年3月31日まで

前 期
2004年4月1日から
2005年3月31日まで

前期比増減額

当 期
2005年4月1日から
2006年3月31日まで

前 期
2004年4月1日から
2005年3月31日まで

前期比増減額

当 期
2005年4月1日から
2006年3月31日まで

前 期
2004年4月1日から
2005年3月31日まで

前期比増減額

売上高 159,842 113,968 45,873
売上原価 146,502 103,848 42,653
売上総利益 13,339 10,119 3,219

販売費及び一般管理費 8,087 7,627 459
営業利益 5,251 2,491 2,759
営業外収益 84 182 △97
受取利息 33 13 20
受取配当金 25 18 7
商圏譲渡益 － 108 △108
雑収入 25 41 △16
営業外費用 231 78 152
支払利息 25 33 △8
為替差損 188 14 174
雑支出 17 31 △14
経常利益 5,104 2,595 2,509
特別利益 24 110 △86
貸倒引当金戻入額 24 100 △76
その他 － 10 △10
特別損失 330 76 254
固定資産売却･除却損 104 12 92
減損損失 58 － 58
投資有価証券評価損 65 56 9
退職給付制度改定損失 55 － 55
その他 47 7 40

税金等調整前当期純利益 4,798 2,629 2,168
法人税、住民税及び事業税 2,108 1,061 1,047
法人税等調整額 △292 △25 780
当期純利益 2,982 1,593 1,388

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,152 2,982 5,170

投資活動によるキャッシュ・フロー △899 30 △930

財務活動によるキャッシュ・フロー △125 △1,752 1,626

現金及び現金同等物に係る換算差額 232 88 144

現金及び現金同等物の増加額 7,359 1,349 6,010

現金及び現金同等物の期首残高 6,501 5,152 1,349

現金及び現金同等物の期末残高 13,861 6,501 7,359

連結損益計算書（単位：百万円）

連結剰余金計算書（単位：百万円）

連結キャッシュ･フロー計算書（単位：百万円）

資本剰余金の部
資本剰余金期首残高 7,434 7,434 0
資本剰余金増加高 － 0 △0
自己株式処分差益 － 0 △0
資本剰余金期末残高 7,434 7,434 －
利益剰余金の部
利益剰余金期首残高 19,323 18,089 1,234
利益剰余金増加高 3,077 1,593 1,483
当期純利益 2,982 1,593 1389
土地再評価差額金取崩額 94 － 94
利益剰余金減少高 410 359 50
配当金 390 344 46
取締役賞与 20 15 5
利益剰余金期末残高 21,990 19,323 2,666

当初の予想を大幅に上回る売上拡大が図られるな

か、売上原価率は前期比で0.5ポイント上昇しまし

たが、販売費及び一般管理費の抑制により営業利益

率は前期比で1.1ポイント上昇し、3.3％となりま

した。これに伴い、経常利益率3.2％（前期比0.9

ポイントアップ）、当期純利益率1.9％（前期比0.5

ポイントアップ）と収益性の向上を図ることができ

ました。

Point 4 ■損益計算書

当期末の1株当たり配当金につきましては、前期に

比べ5円増配の12円といたしました。なお、中間

期の配当につきましては前期比3円増配の1株当た

り10円を実施いたしましたので、1株当たり年間

配当金としては、前期に比べ8円増配の22円とな

ります。配当性向につきましては、前期比3.3ポイ

ントダウンの17.1％となっております。

Point 6 ■配当金･配当性向

営業活動の結果獲得した資金は81億52百万円（前

期比51億7千万円増）、投資活動の結果使用した資

金は8億99千万円（前期は3千万円の獲得）、財務

活動の結果使用した資金は1億25百万円（前期比

16億26百万円増）となり、当期末における現金及

び現金同等物は前期に比べ73億59百万円増加し、

138億61百万円となりました。

Point 5 ■キャッシュ･フロー計算書
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単 体 要 約 財 務 諸 表

11

資産の部

流動資産 59,490 41,371 18,118

固定資産 8,155 7,232 923

有形固定資産　 2,731 3,038 △306

無形固定資産 148 201 △52

投資その他の資産　 5,275 3,992 1,282

資産合計 67,645 48,603 19,041

負債の部

流動負債 31,352 15,194 16,158

固定負債 2,169 1,450 719

負債合計 33,522 16,644 16,877

資本の部

資本金 7,336 7,336 －

資本剰余金 7,434 7,434 －

利益剰余金 18,137 16,380 1,757

土地再評価差額金 208 303 △95

株式等評価差額金 1,069 542 527

自己株式 △62 △38 △24

資本合計 34,123 31,959 2,164

負債・資本合計 67,645 48,603 19,041

単体要約貸借対照表（単位：百万円） 単体要約損益計算書（単位：百万円）

当 期
2006年3月31日現在

前 期
2005年3月31日現在

前期比増減額 当 期
2005年4月1日から
2006年3月31日まで

前 期
2004年4月1日から
2005年3月31日まで

前期比増減額

売上高 123,819 90,161 33,658

売上原価 112,992 81,822 31,170

売上総利益 10,827 8,339 2,488

販売費及び一般管理費 7,007 6,681 326

営業利益 3,819 1,657 2,161

営業外収益 80 219 △138

営業外費用 32 38 △5

経常利益 3,867 1,838 2,028

特別利益 － 108 △108

特別損失 265 66 198

税引前当期純利益 3,601 1,880 1,721

法人税、住民税及び事業税 1,818 847 971

法人税等調整額 △288 △16 △272

当期純利益 2,072 1,049 1,022

前期繰越利益 809 602 207

土地再評価差額金取崩額 94 － 94

中間配当額 229 160 68

当期未処分利益 2,747 1,490 1,256

利益処分（単位：百万円）

当 期 前 期 前期比増減額

当期未処分利益 2,747 1,490 1,256

利益処分額 1,805 680 1,124

配当金（1株につき12円00銭） 275 160 115

取締役賞与金 30 20 10

任意積立金 1,500 500 1,000

別途積立金

次期繰越利益 941 809 131

（注）2005年12月12日に229,737,300円（1株につき10円00銭）の中間配当を
実施いたしました。



単元株式数を1,000株から
100株に変更、7月3日より
実施いたします。

「Embedded Technology
2005」に出展しました。

「新光サポートサービス」がスタート。
お客様サービスがさらに充実しました。

6月05年 06年

「2005年画像センシング展」
に出展しました。

新光商事は、市場ニーズの高度化、

多様化、ライフサイクルの短命化が

進む現在、お客様のビジネスパート

ナーとして、より高度な課題解決を

支援するために、2005年4月より

営業体制を見直し、本社内に、新た

なサポート体制「新光サポートサー

ビス」を設置しました。チーム制に

よる素早い対応、一次特約店価格と

豊富な在庫、希望するお客様へのメ

ールマガジンによる情報配信など、

従来以上の充実したサービスを提供

します。

20 0 5年6月8日～1 0日、

「2005画像センシング展」に出展

しました。17,900人の来場者を

迎え、当社の技術･製品が熱い注目

を浴び、当社のビジネスチャンス拡

大に貢献しました。

2005年11月16日～18日、世

界最大級の組込み技術･専門の展示

会「Enbedded Technology

2005」に出展しました。多数の

相談･お問

合せを受け

るなど、大

きな成果を

得ることが

で き ま し

た。

当社では、株式の流動性の向上及び

個人投資家を含めた投資家層の拡大を

図るため、2006年5月11日、単元株

式数の変更を決議、7月3日より実施い

たしますのでお知らせいたします。
●2006年6月30日現在で単元未満登録株式を100 株以上
ご所有の株主各位につきましては、その単元未満登録
株式のうち100株の整数倍の株式は、100株券にて株券
を交付いたします。
●1,000株券をご所有の株主各位につきましては、2006
年7月3日以降、株主名簿管理人において100株券にお引
換えいただくか、株券保管振替制度をご利用ください
（5,000株券、10,000株券および100,000株券についても
同様のお取扱となります）。なお、既にご所有の株券に
ついて株券保管振替制度をご利用の場合はお手続きは
不要です。

11月 5月4月

■チーム制による素早い対応
■一次特約店価格と豊富な在庫
■メールマガジンによる情報配信

ト ピ ッ ク ス
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株 式 の 情 報
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株式の状況

会社の発行する株式の総数 ････････････39,700,000株

発行済株式の総数 ････････････････････23,055,283株

株主数･････････････････････････････････････2,857名

株価･出来高の推移

株式分布状況

株主数別分布状況

所有数別分布状況

大株主（上位10社）

㈲キタイアンドカンパニー 2,700 11.89
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 1.387 6.11
NECエレクトロニクス㈱ 1,242 5.47
日本トラスティ･サービス信託銀行㈱（信託口） 1,184 5.21
水上　俊郎 1,138 5.01
バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウンツ イー アイエスジー 739 3.25
北井　利子 733 3.23
㈱横浜銀行 571 2.51
北井　暁夫 401 1.77
日本トラスティ･サービス信託銀行㈱
（三井アセット信託銀行再信託分･ティーディーケイ㈱退職給付信託口） 349 1.54

■個人･その他 2,603人（91.09％）

■その他の法人 113人 （3.96％）

■外国法人等 68人 （2.38％）

■金融機関 52人 （1.83％）

■証券会社 20人 （0.70％）

■自己名義株式 1人 （0.04％）

■個人･その他 8,234,249株（35.71％）

■金融機関 6,585,272株（28.57％）

■その他の法人 4,673,565株（20.27％）

■外国法人等 3,234,403株（14.03％）

■証券会社 235,448株 （1.02％）

■自己名義株式 92,346株 （0.40％）

当社への出資状況

持株数（千株） 議決権比率（％）

（2006年3月31日現在）

株価（円） 

出来高 （万株） 

2005年 

1,000

1,500

2,000

500

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
2006年 

200

100

0
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会社概要（2006年3月31日現在）

商　　　　号 新光商事株式会社
Shinko Shoji Co.,Ltd.

本　　　　社 〒153-8650 東京都目黒区目黒一丁目1番5号
ホームページアドレス http://www.shinko-sj.co.jp
代表電話番号 TEL：03-5721-2111
設　　　　立 1953（昭和28）年11月
資　本　金 73億3,678万円
従 業 員 数 連結491名　単独394名
営 業 品 目 電子部品および電子機器の販売
主要取扱商品 メモリ、マイコン、システムLSI、半導体素子、

コンデンサ、フェアライトコア、カラー液晶、
アッセンブリ製品、一般電子部品、パーソナルコンピュータ、
コンピュータ周辺機器、レーザー装置他1,598

売　上　高 連結　1,598億42百万円
単独　1,238億19百万円

事 業 内 容 集積回路・半導体素子等の電子部品および
電子機器の販売、これらに関連する輸出入業務
並びにこれらに付帯する事業

東 京 本 社
立 川 支 店
仙 台 支 店
宇都宮支店
埼 玉 支 店
千 葉 支 店
神奈川支店
甲 府 支 店
松 本 支 店
北 陸 支 店
浜 松 支 店

名古屋支店
大 阪 支 店
明 石 支 店
広 島 支 店
福 岡 支 店
ソウル支店
本社LSIデザインセンター
松本LSIデザインセンター
大阪LSIデザインセンター
横浜物流センター
塩尻物流センター

事業拠点（2006年3月31日現在）

取締役および監査役（2006年6月23日現在）

代表取締役社長 北　井　暁　夫
取締役副社長 桐　山　征　男
常 務 取 締 役 佐々木　孝　道
取 　 締 　 役 蜂　谷　訓　平
取 　 締 　 役 谷　本　憲　一
取 　 締 　 役 佐　藤　俊　彦
取 　 締 　 役 前　野　寿　博
取 　 締 　 役 松　浦　　　昇
取 　 締 　 役 佐　藤　正　則
取 　 締 　 役 正　木　　　輝
常 勤 監 査 役 田　守　良　行
監 　 査 　 役 山　口　宗　英
監 　 査 　 役 鈴　木　和　雄

グループ会社（2006年3月31日現在）

【国内関係会社】
新光商事エルエスアイデザインセンター株式会社
ノバラックスジャパン株式会社
ポジション株式会社
株式会社飛鳥

【海外関係会社】
香　　　港 NOVALUX HONG KONG ELECTRONICS LTD.
中　　　国 NOVALUX SHANGHAI ELECTRONICS LTD.
シンガポール SHINKO(PTE)LTD.
インドネシア PT.NOVALUX INDONESIA
マレーシア NOVALUX MALAYSIA SDN. BHD. KUALA LUMPUR OFFICE
台　　　湾 NOVALUX TAIWAN ELECTRONICS LTD.
台　　　湾 ASKA TAIWAN ELECTRONICS CO., LTD.
ア メ リ カ NOVALUX AMERICA INC.

会 社 の 情 報



〒153-8650 東京都目黒区目黒一丁目1番5号
TEL：03-5721-2111 FAX：03-5721-2070

http://www.shinko-sj.co.jp/

株主メモ
ホームページをご覧ください。

http://www.shinko-sj.co.jp/ir/index.html
＜IR情報＞

事　業　年　度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月開催

基 　 準 　 日 定時株主総会 毎年3月31日

期末配当金 毎年3月31日

中間配当金 毎年9月30日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日　

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目5番33号

住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番4号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒183-8701 東京都府中市日鋼町1番10

住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先）（住所変更等用紙のご請求）70120-175-417

（そ の 他 の ご 照 会 ）70120-176-417

（インターネットホームページURL） http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/index.html

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社　本店および全国各支店

公告掲載新聞 日本経済新聞

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部




